
表１　雇用確保措置の実施状況
（社、％）

2,482 (2,342)

99.9% (99.8%)

999 (879)

99.8% (99.9%)

1,483 (1,463)

100.0% (99.8%)

217 (211)

100.0% (100.0%)

2,699 (2,553)

99.9% (99.8%)

1,700 (1,674)

100.0% (99.8%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

表２　規模別・産業別実施状況
（％）

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

0.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.9% (99.7%) 100.0% (99.8%) 0.1% (0.3%) 0.0% (0.2%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (96.4%) 100.0% (94.4%) 0.0% (3.6%) 0.0% (5.6%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (98.4%) 100.0% (97.3%) 0.0% (1.6%) 0.0% (2.7%)

99.8% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.2% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.9% (99.8%) 100.0% (99.8%) 0.1% (0.2%) 0.0% (0.2%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

産
業
別

31人以上

サービス業（他に分類されないもの）

その他

合　　計

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

農、林、漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

(0.0%)

501～1,000人 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

51人以上 31人以上 51人以上

1,001人以上 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

合　　　計 99.9% (99.8%) 0.1% (0.2%)

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

規
模
別

31～50人 99.8% (99.9%) 0.2% (0.1%)

51～100人 100.0% (99.8%) 0.0% (0.2%)

101～300人 100.0% (99.8%) 0.0% (0.2%)

301～500人 100.0% (100.0%) 0.0%

51人以上
総計

0 (3) 1,700 (1,677)

0.0% (0.2%) 100.0% (100.0%)

31人以上
総計

2 (4) 2,701 (2,557)

0.1% (0.2%) 100.0% (100.0%)

301人以上
0 (0) 217 (211)

0.0% (0.0%) 100.0% (100.0%)

51～300人
0 (3) 1,483 (1,466)

0.0% (0.2%) 100.0% (100.0%)

31～50人
2 (1) 1,001 (880)

0.2% (0.1%) 100.0% (100.0%)

①実施済み ②未実施 合計（①＋②）

31～300人
2 (4) 2,484 (2,346)

0.1% (0.2%) 100.0% (100.0%)



表３-１　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

70 (64) 487 (428) 1,925 (1,850) 2,482 (2,342)

2.8% (2.7%) 19.6% (18.3%) 77.6% (79.0%) 100.0% (100.0%)

39 (34) 230 (191) 730 (654) 999 (879)

3.9% (3.9%) 23.0% (21.7%) 73.1% (74.4%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 257 (237) 1,195 (1,196) 1,483 (1,463)

2.1% (2.1%) 17.3% (16.2%) 80.6% (81.7%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 21 (19) 196 (192) 217 (211)

0.0% (0.0%) 9.7% (9.0%) 90.3% (91.0%) 100.0% (100.0%)

70 (64) 508 (447) 2,121 (2,042) 2,699 (2,553)

2.6% (2.5%) 18.8% (17.5%) 78.6% (80.0%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 278 (256) 1,391 (1,388) 1,700 (1,674)

1.8% (1.8%) 16.4% (15.3%) 81.8% (82.9%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。
　「合計」は表１の「①実施済み」に対応している。

表３－２　継続雇用制度の内訳
（社、％）

1,529 (1,442) 396 (408) 1,925 (1,850)

79.4% (77.9%) 20.6% (22.1%) 100.0% (100.0%)

627 (549) 103 (105) 730 (654)

85.9% (83.9%) 14.1% (16.1%) 100.0% (100.0%)

902 (893) 293 (303) 1,195 (1,196)

75.5% (74.7%) 24.5% (25.3%) 100.0% (100.0%)

106 (102) 90 (90) 196 (192)

54.1% (53.1%) 45.9% (46.9%) 100.0% (100.0%)

1,635 (1,544) 486 (498) 2,121 (2,042)

77.1% (75.6%) 22.9% (24.4%) 100.0% (100.0%)

1,008 (995) 383 (393) 1,391 (1,388)

72.5% (71.7%) 27.5% (28.3%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。
※　「合計」は表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

 31人以上総計

合計（①＋②）

①
希望者全員65歳以上の

継続雇用制度

②
基準該当者65歳以上
の継続雇用制度

（経過措置適用企業）

 51人以上総計

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

301人以上

31人以上総計

51人以上総計

　「②定年の引上げ」は65歳以上の定年の定めを設けている企業、「③継続雇用制度の導入」は定年年齢は65歳未満だが継続
雇用制度の年齢を65歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

51～300人

②定年の引上げ ③継続雇用制度の導入 合計（①＋②＋③）

31～300人

31～50人

①定年制の廃止



表３－３　継続雇用先の内訳
（社、％）

1,867 (1,786) 38 (39) 11 (14) 6 (8) 2 (2) 0 (0) 1 (1) 58 (64) 1,925 (1,850)

97.0% (96.5%) 2.0% (2.1%) 0.5% (0.8%) 0.3% (0.4%) 0.1% (0.1%) 0.0% (0.0%) 0.1% (0.1%) 3.0% (3.5%) 100.0% (100.0%)

723 (637) 6 (10) 0 (5) 0 (2) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 7 (17) 730 (654)

99.0% (97.4%) 0.8% (1.5%) 0.0% (0.8%) 0.0% (0.3%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 0.2% (0.0%) 1.0% (2.6%) 100.0% (100.0%)

1,144 (1,149) 32 (29) 11 (9) 6 (6) 2 (2) 0 (0) 0 (1) 51 (47) 1,195 (1,196)

95.7% (96.1%) 2.7% (2.4%) 0.9% (0.7%) 0.5% (0.5%) 0.2% (0.2%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.1%) 4.3% (3.9%) 100.0% (100.0%)

171 (170) 14 (14) 4 (1) 6 (5) 1 (2) 0 (0) 0 (0) 25 (22) 196 (192)

87.2% (88.6%) 7.2% (7.3%) 2.0% (0.5%) 3.1% (2.6%) 0.5% (1.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 12.8% (11.5%) 100.0% (100.0%)

2,038 (1,956) 52 (53) 15 (15) 12 (13) 3 (4) 0 (0) 1 (1) 83 (86) 2,121 (2,042)

96.1% (95.8%) 2.5% (2.6%) 0.7% (0.7%) 0.6% (0.6%) 0.1% (0.2%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.1%) 3.9% (4.2%) 100.0% (100.0%)

1,315 (1,319) 46 (43) 15 (10) 12 (11) 3 (4) 0 (0) 0 (1) 76 (69) 1,391 (1,388)

94.5% (95.0%) 3.3% (3.1%) 1.1% (0.7%) 0.9% (0.8%) 0.2% (0.3%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.1%) 5.5% (5.0%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

※　「合計」は表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

合計
(①～⑦)

自社以外の継続雇用先がある企業

①
自社のみ

②
自社、親会
社・子会社

③
自社、関連
会社等

④
自社、親会
社・子会社、
関連会社等

⑤
親会社・子
会社

小計
(②～⑦)

301人以上

31人以上
総計

51人以上
総計

⑥
親会社・子
会社、関連
会社等

⑦
関連会社等

31～300人

31～50人

51～300人



表４　希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

70 (64) 487 (428) 1,529 (1,442) 2,086 (1,934) 2,484 (2,346)

2.8% (2.7%) 19.6% (18.2%) 61.6% (61.5%) 84.0% (82.4%) 100.0% (100.0%)

39 (34) 230 (191) 627 (549) 896 (774) 1,001 (880)

3.9% (3.9%) 23.0% (21.7%) 62.6% (62.4%) 89.5% (88.0%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 257 (237) 902 (893) 1,190 (1,160) 1,483 (1,466)

2.1% (2.0%) 17.3% (16.2%) 60.8% (60.9%) 80.2% (79.1%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 21 (19) 106 (102) 127 (121) 217 (211)

0.0% (0.0%) 9.7% (9.0%) 48.8% (48.3%) 58.5% (57.3%) 100.0% (100.0%)

70 (64) 508 (447) 1,635 (1,544) 2,213 (2,055) 2,701 (2,557)

2.6% (2.5%) 18.8% (17.5%) 60.5% (60.4%) 81.9% (80.4%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 278 (256) 1,008 (995) 1,317 (1,281) 1,700 (1,677)

1.8% (1.8%) 16.4% (15.3%) 59.3% (59.3%) 77.5% (76.4%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。
「希望者全員が65歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「65歳以上定年」及び「希望者全員65歳以上の継続雇用制度」の合計である。
「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

表５　定年制の廃止および65歳以上定年企業の状況
（社、％）

70 (64) 431 (391) 21 (6) 35 (31) 557 (492) 2,484 (2,346)

2.8% (2.7%) 17.4% (16.7%) 0.8% (0.3%) 1.4% (1.3%) 22.4% (21.0%) 100.0% (100.0%)

39 (34) 196 (169) 13 (2) 21 (20) 269 (225) 1,001 (880)

3.9% (3.9%) 19.6% (19.2%) 1.3% (0.2%) 2.1% (2.3%) 26.9% (25.6%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 235 (222) 8 (4) 14 (11) 288 (267) 1,483 (1,466)

2.1% (2.0%) 15.9% (15.1%) 0.5% (0.3%) 0.9% (0.8%) 19.4% (18.2%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 19 (18) 0 (0) 2 (1) 21 (19) 217 (211)

0.0% (0.0%) 8.8% (8.5%) 0.0% (0.0%) 0.9% (0.5%) 9.7% (9.0%) 100.0% (100.0%)

70 (64) 450 (409) 21 (6) 37 (32) 578 (511) 2,701 (2,557)

2.6% (2.5%) 16.6% (16.0%) 0.8% (0.2%) 1.4% (1.3%) 21.4% (20.0%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 254 (240) 8 (4) 16 (12) 309 (286) 1,700 (1,677)

1.8% (1.8%) 15.0% (14.3%) 0.5% (0.3%) 0.9% (0.7%) 18.2% (17.1%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。
②「65歳以上定年」は表３－１の「②定年の引き上げ」に対応している。
「合計」は表１の「合計」に対応している。

31人以上
総計

66～69歳 70歳以上

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

51人以上
総計

合計
（①＋②）

報告した全ての企
業①

定年制の廃止

②65歳以上定年

65歳

51人以上
総計

合計
（①＋②＋③）

報告した全ての企業①
定年制の廃止

②
65歳以上定年

③
希望者全員65歳以上
の継続雇用制度

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計



表６　希望者全員66歳以上の継続雇用制度を導入している企業の状況
（社、％）

9 (7) 160 (124) 169 (131) 2,484 (2,346)

0.4% (0.3%) 6.4% (5.3%) 6.8% (5.6%) 100.0% (100.0%)

5 (4) 66 (50) 71 (54) 1,001 (880)

0.5% (0.4%) 6.6% (5.7%) 7.1% (6.1%) 100.0% (100.0%)

4 (3) 94 (74) 98 (77) 1,483 (1,466)

0.3% (0.2%) 6.3% (5.1%) 6.6% (5.3%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 4 (5) 4 (5) 217 (211)

0.0% (0.0%) 1.8% (2.4%) 1.8% (2.4%) 100.0% (100.0%)

9 (7) 164 (129) 173 (136) 2,701 (2,557)

0.3% (0.3%) 6.1% (5.0%) 6.4% (5.3%) 100.0% (100.0%)

4 (3) 98 (79) 102 (82) 1,700 (1,677)

0.2% (0.2%) 5.8% (4.7%) 6.0% (4.9%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

本票は定年年齢が70歳以上の企業も含めて計上しているため、「②70歳以上」は表７の「希望者全員70歳以上」に対応しない。

「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

表７　70歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

70 (64) 35 (31) 156 (120) 249 (225) 89 (65) 599 (505) 2,484 (2,346)

2.8% (2.7%) 1.4% (1.3%) 6.3% (5.1%) 10.0% (9.6%) 3.6% (2.8%) 24.1% (21.5%) 100.0% (100.0%)

39 (34) 21 (20) 64 (49) 108 (83) 34 (25) 266 (211) 1,001 (880)

3.9% (3.9%) 2.1% (2.3%) 6.4% (5.6%) 10.8% (9.4%) 3.4% (2.8%) 26.6% (24.0%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 14 (11) 92 (71) 141 (142) 55 (40) 333 (294) 1,483 (1,466)

2.1% (2.0%) 1.0% (0.8%) 6.2% (4.8%) 9.5% (9.7%) 3.7% (2.8%) 22.5% (20.1%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 2 (1) 4 (5) 13 (11) 8 (8) 27 (25) 217 (211)

0.0% (0.0%) 0.9% (0.4%) 1.8% (2.4%) 6.0% (5.2%) 3.7% (3.8%) 12.4% (11.8%) 100.0% (100.0%)

70 (64) 37 (32) 160 (125) 262 (236) 97 (73) 626 (530) 2,701 (2,557)

2.6% (2.5%) 1.4% (1.2%) 5.9% (4.9%) 9.7% (9.2%) 3.6% (2.9%) 23.2% (20.7%) 100.0% (100.0%)

31 (30) 16 (12) 96 (76) 154 (153) 63 (48) 360 (319) 1,700 (1,677)

1.8% (1.8%) 0.9% (0.7%) 5.7% (4.5%) 9.1% (9.1%) 3.7% (2.9%) 21.2% (19.0%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

51人以上
総計

合計
（①＋②）

報告した全ての
企業

希望者全員66歳以上

①66歳～69歳 ②70歳以上

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

合計
（①＋②＋③＋④）

報告した全ての
企業①

定年制の廃止
②

70歳以上定年

③70歳以上までの継続雇用制度 ④
その他の制度で70
歳以上まで雇用

希望者全員70歳
以上

基準該当者70歳
以上

「70歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「70歳以上定年」、「70歳以上までの継続雇用制度」及び「その他の制度で70歳以上まで雇用」の合計で
ある。

　「その他の制度で70歳以上まで雇用」とは、希望者全員や基準該当者を70歳以上まで継続雇用する制度は導入していないが、企業の実情に応じて何ら
かの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

51人以上
総計



表８　都道府県別の状況
（％）

北海道 99.7% （99.7%） 76.4% （75.3%） 20.9% （19.9%）
青森 100.0% （99.4%） 81.2% （79.8%） 26.0% （23.8%）
岩手 99.4% （99.4%） 87.5% （86.5%） 26.2% （24.1%）
宮城 99.7% （99.4%） 78.4% （76.8%） 24.1% （22.2%）
秋田 99.6% （99.9%） 81.6% （81.1%） 33.7% （32.9%）
山形 98.6% （99.5%） 74.7% （73.1%） 21.1% （20.3%）
福島 99.3% （99.0%） 80.1% （78.5%） 20.9% （20.3%）
茨城 99.9% （99.8%） 81.9% （80.4%） 23.2% （20.7%）
栃木 100.0% （99.9%） 78.3% （76.9%） 21.9% （19.6%）
群馬 99.8% （99.5%） 80.7% （79.2%） 21.5% （20.1%）
埼玉 99.6% （99.7%） 81.8% （80.4%） 24.7% （22.7%）
千葉 99.6% （98.0%） 79.0% （76.2%） 29.7% （28.0%）
東京 99.7% （99.5%） 70.9% （68.9%） 17.0% （16.0%）
神奈川 99.7% （99.8%） 75.2% （74.0%） 21.2% （20.1%）
新潟 99.9% （99.7%） 77.5% （75.5%） 26.2% （23.7%）
富山 99.9% （99.9%） 70.9% （69.6%） 31.2% （29.1%）
石川 99.9% （99.4%） 78.1% （76.6%） 20.0% （19.2%）
福井 100.0% （100.0%） 76.3% （76.5%） 20.6% （19.0%）
山梨 99.7% （99.4%） 74.2% （72.8%） 20.0% （19.5%）
長野 99.9% （99.6%） 79.8% （78.1%） 25.8% （24.4%）
岐阜 99.9% （100.0%） 83.0% （82.8%） 28.7% （27.0%）
静岡 99.7% （99.5%） 79.3% （77.9%） 24.4% （23.7%）
愛知 99.9% （99.9%） 74.7% （73.5%） 25.5% （24.6%）
三重 99.9% （100.0%） 79.6% （78.5%） 25.8% （24.6%）
滋賀 99.3% （98.6%） 75.3% （74.0%） 21.6% （17.7%）
京都 99.2% （99.1%） 77.7% （76.8%） 21.3% （19.9%）
大阪 99.9% （99.8%） 71.1% （69.4%） 21.0% （19.9%）
兵庫 99.4% （99.1%） 73.1% （72.2%） 20.9% （19.5%）
奈良 99.2% （99.2%） 82.2% （81.3%） 29.2% （25.9%）
和歌山 99.8% （99.5%） 78.9% （78.0%） 25.5% （24.1%）
鳥取 100.0% （99.9%） 73.1% （71.4%） 22.2% （22.1%）
島根 99.8% （99.8%） 80.0% （80.4%） 29.4% （29.7%）
岡山 99.7% （99.7%） 77.4% （76.3%） 24.7% （23.3%）
広島 99.6% （99.5%） 76.1% （75.5%） 23.8% （21.8%）
山口 99.9% （99.8%） 74.8% （73.6%） 27.9% （26.2%）
徳島 99.8% （99.6%） 77.7% （76.9%） 26.9% （24.9%）
香川 99.9% （99.9%） 78.2% （76.7%） 25.8% （23.5%）
愛媛 99.7% （99.8%） 70.5% （68.6%） 25.3% （24.9%）
高知 99.7% （99.7%） 71.9% （70.2%） 19.8% （19.9%）
福岡 99.7% （98.8%） 72.8% （70.9%） 23.5% （21.3%）
佐賀 99.9% （99.2%） 69.8% （67.1%） 23.6% （20.9%）
長崎 98.9% （98.6%） 72.0% （70.1%） 21.8% （23.3%）
熊本 99.6% （99.0%） 76.7% （74.2%） 20.1% （18.2%）
大分 100.0% （100.0%） 86.8% （85.0%） 26.4% （24.4%）
宮崎 100.0% （99.9%） 80.1% （79.5%） 29.1% （26.3%）
鹿児島 99.7% （99.7%） 78.7% （77.2%） 24.3% （22.2%）
沖縄 99.6% （98.8%） 72.5% （70.6%） 18.8% （17.9%）
全国計 99.7% （99.5%） 75.6% （74.1%） 22.6% （21.2%）
※31人以上規模企業の状況
※(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

雇用確保措置導入企業割合
希望者全員が65歳以上まで

働ける企業割合
70歳以上まで働ける企業割合



表９－１　60歳定年企業における定年到達者等の状況

※過去１年間（平成28年６月１日から平成29年５月31日）に60歳定年企業において定年年齢に到達した者について集計している。
　(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。
　「継続雇用の終了による離職者数」は継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数。

表９－２　経過措置企業における基準適用年齢到達者の状況

※平成28年6月1日から平成29年5月31日に経過措置適用企業(60歳、61歳、62歳定年企業)において基準適用年齢に到達した者について集計している。
　(　)内は、平成28年６月１日現在の数値。

（1.7%）うち女性 92 346 322 93.0% （90.9%） 20 5.8% （7.4%） 4 1.2%

（1.2%）
経過措置適用企業で基準適用
年齢到達者(62歳)がいる企業

221 998 927 92.9% （88.5%） 59 5.9% （10.3%） 12 1.2%

（0.1%） 222

企業数
（社）

基準を適用できる
年齢に到達した
者の総数
(人)

継続雇用者数
(基準に該当し引き続き継続雇

用された者)

継続雇用終了者数
(継続雇用の更新を希望しない

者)

継続雇用終了者数
(基準に該当しない者)

6 0.3% （0.5%） 286 13.2% （13.5%）

（0.2%） 1,036

うち女性 656 2,177 1,888 86.7% （86.4%）

95 1.7% （1.6%） 829 14.5% （15.7%）

3 0.1%

（84.1%）

企業数
（社）

定年到達者総数
（人）

継続雇用の
終了による
離職者数
（人）

継続雇用者数
定年退職者数

（継続雇用を希望しない者）

定年退職者数
（継続雇用を希望したが継続雇

用されなかった者）
うち子会社等・関連会社等での

継続雇用者数

60歳定年企業で
定年到達者がいる企業等

1,303 5,725 4,888 85.4% 8 0.1%



表10　年齢別常用労働者数
（人）

382,186人 (138.4) 43,711人 （200.1） 27,488人 

(129.9) 35,386人 （162.0） 25,786人 (159.9)

(120.0)

※（ ）は平成17年を100とした場合の比率（31人以上は平成21年を100とした場合の比率）　なお、70歳は平成25年を100とした場合の比率

28,419人 (176.3) 14,689人 (256.7) 5,027人 (225.3)

(170.5) 12,645人 (221.0) 3,578人 (160.4)

平成29年 390,519人 (141.4) 48,135人 （220.4）

平成28年

(143.7)

(170.9) 9,280人 (162.2) 2,677人

(-)

平成24年 356,031人 (128.9) 33,590人 （153.8） 25,281人 (156.8) 8,309人 (145.2) - (-)

7,234人 (126.4)

(100.0)

平成26年 377,029人 (136.5) 39,505人 

-

-

16,122人 (100.0) 5,723人 (100.0) -

平成27年 380,149人 (137.6) 41,424人 （189.6） 27,165人 (168.5)

7,369人 (128.8) 2,231人

11,052人 (193.1) 3,207人

（180.8） 27,548人 

平成25年 358,752人 

(-)

3
1
人
以
上

規
模
企
業

平成21年 276,178人 (100.0) 21,845人 （100.0）

平成22年 351,824人 (127.4) 29,463人 (-)

平成23年 356,602人 (129.1) 32,033人 （146.6） 24,799人 (153.8)

（134.9） 22,202人 (137.7) 7,261人 (126.9)

(116.6)24,279人 

平成29年 350,633人 (146.5) 41,172人 （382.4）

平成28年 346,589人 (144.8) 37,874人 （351.7）

24,938人 (300.6) 12,221人 (494.2) 4,013人 (221.7)

(293.5) 10,669人 (431.4) 2,856人 (157.8)24,349人 

(288.2) - (-)22,457人 

平成27年 344,967人 (144.1) 35,871人 （333.1）

平成26年 342,551人 (143.1) 34,114人 （316.8）

24,039人 (289.8) 9,242人 (373.7) 2,590人 (143.1)

(292.7) 7,725人 (312.4) 2,110人

(-)

(239.3) 6,243人 (252.4) - (-)

平成25年 325,909人 (136.2) 30,639人 （284.5）

平成24年 326,806人 (136.5) 29,585人 （274.7）

22,696人 (273.6) 6,133人 (248.0) 1,810人 (100.0)

(270.7) 7,128人 

(-)

平成22年 323,895人 (135.3) 26,095人 （242.3） 19,852人 

平成21年 253,774人 (106.0) 19,142人 （177.8） 14,285人 (172.2)

平成23年 327,822人 (137.0) 28,191人 （261.8） 22,044人 (265.8)

-

-

（109.0） 8,856人 (106.8) 2,884人 (116.6)

4,857人 (196.4) -

6,147人 (248.6) -

(-)

平成20年 277,671人 (116.0) 19,026人 （176.7） 14,259人 (171.9) 4,767人 (192.8) - (-)

276,478人 (115.5) 15,612人 （145.0） 11,783人 (142.0) 3,829人 (154.8)

年齢計 60歳以上合計
60～64歳

65歳以上
（平成25年以降は65歳～69歳）

70歳以上
（平成25年以降は70歳以上）

8,295人 (100.0) 2,473人 (100.0) - (-)

5
1
人
以
上

規
模
企
業

平成17年 239,343人 (100.0) 10,768人 （100.0）

平成18年 255,033人 (106.6) 11,740人 (-)

平成19年


